相続手続きの相談はどこにすべきか？

相続に関わる専門家として、弁護士、司法書士、税理士や行政書士、その他に銀行などでも相続手続きを行っております。そもそも各専門家の違いも分からないし、どこに相談するのが適切か分からないといった声をよく耳にします。そこで相続に関わる専門家の特徴や役割などを簡単にまとめさせていただきます。


弁護士
「裁判のプロ」紛争性のある相続は弁護士に！
訴訟などの専門家である弁護士の最大の強みは、「依頼者の代理人」である点です。そのため、相続手続きの開始時点で既にモメてしまっている場合、行方不明者や疎遠な相続人などがいて自身で話し合いを行いたくはない場合、他の相続人による遺産隠しや使い込みが予想される場合など、「代理交渉が必要」・「紛争性が強い」などの場合は弁護士に相談するのがオススメと言えます。
※参考：代理人を通した話合いで決着がつかず、家庭裁判所で遺産分割調停→家裁の審判となった場合は原則的に法定相続割合での決着となります。こちらもご参照ください：相続人と被相続人、法定相続人や相続分とは？
【メリット】
・裁判から代理交渉まで行える唯一の士業
【デメリットなど】
・費用が高額になる。
・あくまでも依頼者のための代理人なので、相手方を警戒させ円満な解決から遠ざかるケースもある。
・不動産の名義変更や相続税申告は出来ない。（職責上可能ですが、専門外のため司法書士や税理士に外注することなり、当然のことながら別途費用は発生します）


税理士
相続税申告は税理士が対応！

税の専門家である税理士、相続税申告が必須の方や、生前の節税対策から相談しておきたいという方であれば、第一の相談窓口としてもいいかもしれません。
ただ、税理士の専門はあくまでも「相続税の申告」です。相続が発生した場合に最低でも３６００万円以上の遺産がない方は相続税の支払いが必要なく、相続税申告そのものが不要（相続が発生した場合に相続税申告が必要になる方は全体の１０％未満と言われています）です。詳しくはこちら：相続税って必ず支払うの？相続税申告は必要？
税理士は不動産の名義変更を行うことが出来ません。また銀行や証券会社など実際の相続手続きも基本的に行いません。必要になる資料収集等の作業は行ってくれない事務所も多く、必要書類リストを渡され「必要なものすべてを集めてきてください」と言われるケースが多いです。もちろん、資料の代行取得を行っている事務所もありますが、かなり高額です。そのため、相続税申告が不要なケースでは相談先の選択肢から外れます。
また、普段は相続税申告を行っていない税理士事務所も非常に多いです。料金が安いという理由や、知り合いだというだけで専門性の低い税理士事務所に相続税申告を依頼してしまうと、税務調査に入られるだけでなく、かなりのケースで税金の払いすぎになります。（税務署が払い過ぎでは？とは言ってくれません。税の取り戻しを専門に行う税理士もおり、数百万～数千万円も戻ってくるようなケースもあります。）こちらもご参照ください：払いすぎた相続税は取り戻せるのか？
税務調査に移行した場合は税務署としては遺産を隠している事を前提に調査を行うので、ここで非常に嫌な思いをされる方も少なくありません。
このように、税理士は「相続税申告に強い」事務所への依頼が必要になります。
当事務所では税申告が必要なお客様には多くのノウハウを持つ、相続税申告に長けた税理士をご紹介し、連携して手続きを進め参ります。また、提携事務所をご利用の方については、税務上で必要になる資料収集もこちらで対応いたします。
【メリット】
・相続税申告に長けた税理士であれば、大きな節税効果が期待でき、税務調査回避などのメリットも高い。
【デメリットなど】
・不動産の名義変更は出来ず、実際の相続手続きや、資料収集は原則的に行ってくれない。
・相続税申告についてのノウハウや知識に乏しい税理士も多く、依頼先の選び方に注意が必要。


司法書士
不動産の名義変更をはじめ、円満な相続手続きは司法書士！

不動産の名義変更を始めとする登記の専門家というイメージの強い司法書士ですが、相続おいては中立的な「相続人全員の代理人」（⇔弁護士は原則的に「依頼者の代理人」）という立場で、イチから資料収集や書類作成を行い、不動産・預貯金・株式等の有価証券の相続手続きや、家庭裁判所での遺言検認、成年後見申立てや特別代理人専任申立てなど、紛争性がない限りはおおよそ全ての相続手続きを行うことが可能です。（相続税申告は税理士。依頼者の代わりに相手方との代理交渉が必要な場合は弁護士。など例外はあります）
相続手続きが必要な方のおよそ７～８割ほどは司法書士への依頼のみで相続手続きを完結できます！！
また、司法書士は遺産整理業務など他人の「財産管理業務一般」を行うことが可能です。
相続税申告が必要な方などは、当事務所からのご説明などでお客様にも相続税や相続手続き全体のイメージをもってもらったうえで、相続税については提携事務所と連携、当事務所で資料を集め、税理士が相続税申告を行うという流れになります。
※お客様に全体のイメージを持っていただくことで税理士事務所との税務の打ち合わせなども格段にスムーズになります。
【メリット】
・比較的安価に相続についての主な手続きなどを全て任せられる
・手続きのみでなく財産管理業務も行うことが可能
【デメリットなど】
・依頼者の交渉代理人にはなれない。（壊滅的にモメているケースでは対応が難しい）
・相続税申告は出来ない。


行政書士
書類作成や資料収集や自動車の名義変更は行政書士！
行政書士の業務は多岐にわたりますが、その名が示すとおり、主に役所関係への届出書類の作成代行を専門とする行政書士。相続についての書類作成、資料収集の他、自動車の名義変更など相続についても多く対応可能です。ただし、不動産の名義変更と相続税の申告を行うことは出来ません。不動産の名義変更については、不動産登記についての専門知識が必要になり、遺産分割協議書へ記載すべき内容なども細々と工夫が必要な場面が多いです。遺産額の大部分を占めるケースも多い不動産の登記についての専門知識が乏しい事が多いのがデメリットですが、遺産の中に不動産を含まず、比較的安価に対応している良心的な行政書士であれば選択肢に入れてもいいかと思います。
ただ、相続手続きを行う行政書士事務所の料金体系は、司法書士事務所と同等～場合によっては弁護士事務所並みというケースが多いです。
また、財産管理業務を行う事務所もありますが、法令で財産管理業務が規定されている士業は司法書士と弁護士のみとなり、行政書士がこれを行う法令上の根拠はありませんので、ご注意ください。
【メリット】
・自動車の名義変更のほか、安価に資料収集や書類作成などを対応してもらえる可能性がある
【デメリットなど】
・不動産の名義変更、相続税申告を行うことが出来ない。
・料金的に高額で依頼するメリットに乏しいケースも多い。
・原則的に財産管理業務を行う法令の根拠はない。


銀行など
大手企業ならではの安心感

やはり一番の魅力は大手ならではのブランド力と安心感になるかと思います。多く投資をされていて、複雑な資産管理をされている方や相続人が高齢でサポートしてもらえる親族が近くにいない場合などは心強いのではないかと思います。
銀行などが、窓口になり相続手続き全体を取りまとめますが、実際の手続きなどは提携先の士業事務所など外部の専門家が行うことになりますので、銀行の相続手続きに関するコンサルティング費用の他に専門家報酬が発生しており、費用はかなり高額になります。
費用がかかっても何より安心感を買いたいといった方向けと言えます。
相続手続きの価格比較！！パック料金は安いのか？銀行などやっている相続手続きとの違いは？
【メリット】
・大手の企業の信用力、ブランド力が魅力。
【デメリットなど】
・費用は一番高額になる。
・対応窓口が司法書士、弁護士、税理士など、法律の専門家でない

いかがでしょうか、一口に相続手続きと言っても、不動産の相続登記、預金、株式や自動車の相続、相続放棄、遺言検認、相続税申告、家庭裁判所での調停手続きなど多岐にわたります。
「司法書士事務所LEGAL FRONT」では相続手続きの中で状況を見ながら適切なタイミングで、提携士業事務所をご紹介、連携してワンストップサービスにて手続きを行わせていただきます。ご状況により様々な専門家の連携が必要になりますので、どこに相談したらいいか迷う方はまず当事務所にご相談ください。

